
多都市間・多国間交流の重要性
新型コロナウイルス感染症の流行で自治体の国際交流
事業は縮小していたが、近年ではオンラインを活用した
事業の増加により、事業数はコロナ禍前の水準まで回復
しつつある。2024 年度のクレアの調査では、2023 年
度において日本国内 627の自治体が 3,015 件の国際交
流事業を実施したと報告があった。なかでも、都道府県
では「経済」分野、市区町村では「行政」分野の交流が
特に活発であり、韓国、中国、台湾、アメリカなどが主
要な交流相手国・地域となっている（2024年度実施の
「自治体の国際交流事業等に関する調査（結果）」）。
国際交流は、姉妹都市を中心として行われているもの
が多いが、近年では特定の国に限定されず、複数の都市
や国々と連携する形態が増えている。この背景には、グ
ローバル化の進展や共通の社会課題への対応がある。例
えば、気候変動や防災、人口減少といった課題は、１つ
の都市や国だけでは解決が難しく、自治体レベルでの国
際的なネットワークを活用し、知見やリソースを共有す
ることで、より実効性のある解決策を見出すことが可能
となる。
今回の特集では、こうした多都市間・多国間で連携を

図りながら実施されている国際交流の事例を紹介する。
それぞれの自治体が抱える課題をどのように解決し、新
たな価値を生み出しているのか、具体的な取り組みを通
じて考察する。

日仏自治体交流会議
2008 年より日本とフランスの自治体関係者が共通の
行政課題について議論し、協力を深める場として「日仏
自治体交流会議」を開催している。2024 年 11月に静
岡市で開催された第８回会議では、「日仏自治体のパー
トナーシップが世界にもたらす新しい価値」をテーマに、
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　近年、自治体が直面する課題は多様化し、単独の自治体では解決が難しい問題も増えている。こうしたなか、�
自治体同士の連携がますます重要になっており、従来の一対一の姉妹都市交流にとどまらず、多都市間や�
多国間での協力が進んでいる。本特集では、多様な国際交流の実例を紹介し、その意義や今後の展望について
考える。� 〔（一財）自治体国際化協会交流親善課〕
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1 多都市連携による持続可能な未来
（一財）自治体国際化協会交流支援部交流親善課
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経済、社会、環境の各側面から意見交換が行われた。今
回の会議では、持続可能な都市づくりや高齢化対策に関
する知見が共有され、特に環境政策ではフランスの自治
体が推進するエネルギー政策やスマートシティーの取り
組みが日本の自治体にとっても参考となることが示され
た。また、観光振興の面では、文化遺産の保存と地域経
済の活性化を両立させるための取り組みについて意見が
交わされた。さらに、都市間交流を通じた地域活性化の
可能性についても議論が行われ、具体的な連携強化の方
策が提案された。今後、こうした事例の共有を通じて、
日仏自治体間の協力関係がさらに発展することが期待さ
れる。

日中韓 3カ国地方政府交流会議
本会議は、日本、中国、韓国の３カ国地方政府間の国
際交流・協力を一層促進することを目的として、クレ
ア、中国人民対外友好協会、大韓民国市道知事協議会が
1999 年より輪番制で毎年開催している。2024 年 10
月に韓国・光州広域市にて開催された第 25回会議では、
日本から 23団体、中国から 40団体、韓国から 31団
体が参加し、「複合的課題の解決に向けた日中韓地方政
府信頼強化」をメインテーマに、「日中韓都市及び市民
交流の活性化」「持続可能な環境にやさしい都市づくり」
「スマートシティなど地域経済活性化」の３つの異なる
分野をサブテーマとして、活発な議論が展開された。３
カ国が一堂に会し、それぞれの取り組みや課題について
議論することで、各国、各地域の相互理解と協力関係が
深まり、北東アジア地域の一層の発展が期待される。第
26回会議は、2025年10月14日から18日に、中国・
塩城市において、開催が予定されている。

海外自治体幹部交流協力セミナー
海外自治体幹部交流協力セミナーでは、毎年、クレア
海外事務所で選抜された海外自治体の幹部職員と自治体
連合の役員などを招

しょうへい
聘し、日本の地方自治体が持つ諸課

題について意見交換を行っている。プログラムの中で、
自治体と意見交換を行う時間を設けており、受入先の自
治体と海外自治体幹部らがセミナーを通して、お互いの
課題に対する共通認識、問題意識を共有することで理解
が進み、相互の交流意識が高まることで、日本の自治体
と海外の自治体間に有効なネットワークが構築されるこ
ともセミナーの大きな目的のひとつとなっている。

国際交流の今後
自治体レベルの国際交流は、これまでの１対１の姉妹
都市交流だけでなく、多都市間・多国間の協力へも発展
している。
地域課題が国境を越えて共通化しつつある現代におい
て、国際的な課題である脱炭素社会の実現、持続可能な
まちづくり、防災・減災への取り組みといったテーマに
関しては、自治体間の協力が不可欠となる。各国の自治
体が成功事例を共有し、施策を互いに取り入れることで、
地域社会の発展に貢献できる可能性が広がる。
また、デジタル技術の進展に伴い、オンラインでの国
際交流の手法も進化している。2023年度に自治体が実
施した国際交流事業 3,015 事業のうち、338 事業がオ
ンライン事業、223事業が一部オンラインを使用した事
業であり、約 18.6%の事業がインターネットを活用し
ていることがわかる。バーチャル会議の活用や共同プロ
ジェクトのオンライン運営により、地理的な距離を超え
た自治体間の協力が容易になっているため、今後オンラ
インによる交流が活発になることが期待される。
１自治体対１自治体の姉妹都市の取り組みももちろん
重要だが、現代の複雑な課題を解決するためには、国内
外の都市が連携することも必要である。気候変動や防災、
経済の活性化など、多くの分野で国際的な協力が不可欠
であり、多様な国際交流の発展が期待される。これから
の国際交流は、文化交流だけでなく、社会課題の解決に
向けた実質的な協力へと深化していくことが求められて
いる。より多くの自治体が積極的に参加し、共に新しい
価値を生み出す場として国際交流が発展していくことを
期待したい。
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第 25回会議 篠﨑光子和光市長によるメインテーマ発表の
様子



何のための姉妹都市交流か
自治体や国、つまり政府の役割は、「ひとびとに必要
不可欠な政策・制度を整備する」ことだといえる（土山
2018）。それでは、自治体の国際交流とりわけ姉妹都市
交流はどのような意味があるのだろうか。
自治体間の国際交流でもっともよく知られているのが
姉妹都市交流だろう。自治体国際化協会のホームページ
では「国際交流施策の中核」とされ、「姉妹自治体交流に
は、相互理解や国際親善の推進、地域の振興・活性化、
さらには国際社会の平和と繁栄への貢献といったことが
期待」されている。

なぜ姉妹都市交流が始まったのか
こんにちのような姉妹都市交流の起点は、第二次世界
大戦後のヨーロッパや米国を中心にした自治体レベルの
平和運動にある（豊田 2016）。ドイツとフランスのよ
うに、互いに敵国として戦った歴史のある国々がその分
断を超えていく、和解のとりくみの１つが姉妹都市交流
であったことは、こんにちあらためて意識されていいだ
ろう。日本では、原爆の被害を受けた長崎市が、ミネソ
タ州セントポール市の呼びかけを受けて、1955年に日
本で初めての姉妹都市提携を結んでいる。
豊田哲也（2016）の指摘によれば、初期、1950 年
代後半から 10年程度の日本の姉妹都市提携は、米国そ
のなかでも進歩的といわれるカルフォルニア州に多く、
そのことは終戦から、そしてまた占領下にあった時期を
考えると、平和運動としての国際交流が重い意味のあっ
たものであっただろうことが想像できる。

自治体間交流の広がりと多様化
少し広げて国際文化交流の変遷をみてみれば、文化庁

（2003）は、戦後日本の国際文化交流の変遷を３期に分
け、１期めを戦後から1960年代までの、２期めを1970
年代から80年代、３期めを1990年代以降としている。
「欧米世界に日本文化を紹介する姿勢が強」かった１期
め、交流が活発になり多様化してくるのが２期めであり、

1972年には国際交流基金の設立もあり、自治体また市
民の活動が活発化し、アジア諸国との「双方向」の交流
による「相互理解」がめざされたとされる。３期めは、
グローバル化のなかで多文化交流環境も進み、生活、文
化、経済、政治の多様な主体による「双方向交流から多
角的交流」が進んでいるとされた。

自治体政策としての国際交流
文化庁（2003）が、自治体と市民の国際交流活動が
活発化したとする 1970年代・1980年代は、自治体の
独自政策の展開が活発化し、その動きが広範に広がる時
期でもあった。1960年代を核とする高度成長期がうん
だ激しい都市問題は、自治体レベルでの政策対応を惹起
し、市民生活の基盤整備を最優先の政策課題とする革新
自治体の潮流をもたらした（土山 2007）。革新自治体が
提起した自治・分権という理念、そこからつながる市民
参加・情報公開の制度は2000年の国レベルでの地方分
権改革にもつながっていくが、こうした先駆的な自治体
の動きが広がり、自治体が地域課題にとりくみ、まちづ
くりを進める政策主体として自他共に認められていき、
「地方の時代」といわれるようになるのがこの時期である。
こうした自治体と自治体政策の変化も反映して、1960
年代後半からは多様な国際交流活動が展開されていく。
1965年、初期の革新自治体として注目された横浜市が
オデーサ市と「共に戦火による焦土の中から復興した」

4 自治体国際化フォーラム｜ June 2025 Vol. 428

姉妹都市提携数の推移（1989（平成１）〜2023（令和５）年）
自治体国際化協会ホームページ「自治体間交流」（https://
www.clair.or.jp/j/exchange/shimai/index.html）

2 必要としての国際交流、喜びとしての国際交流
法政大学法学部　教授　土山　希美枝
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「国際港湾都市」（横浜市ホームページ）であることを縁
に姉妹都市提携を結ぶなど、こうした共通点がある自治
体の友好による連携が進む。経済交流の文脈に力点を置
く姉妹都市提携も 1960 年代から日本海側の港湾都市
が旧ソ連の都市と結んでいる（豊田 2016）。
1990年代までの時期は自治体また国の財政状況の逼
迫もこんにちほどではなく、「自治体外交」ともいわれ
る国際交流の積極的な展開がみられた。財政状況が厳し
くなっていくとはいえ、1990年代以降も、グラフにみ
るように姉妹都市提携数は、平成の大合併を経ても維持
され、増加を続けている。

自治体国際交流表彰にみる
姉妹都市交流
姉妹都市協定の自治体政策としての意義は、それぞれ
の姉妹都市協定が多様な経緯、背景、目的によって提携
され、しかも、たとえ目的が限定的でも交流そのものが
多様な副次効果をもつため、網羅して語ろうとすると前
述のように多様になる。ただ、自治体国際交流の意義の
多様化は曖昧化でもあり、社会や経済の環境の変化のな
かで、その意義の問い直しも進められている。
一方では、グローバルという言葉がプラスにもマイナ
スにもさまざまに喧伝される言葉になって久しいことか
らもわかるように、国際化は日常に深く織り込まれてき
た。経済不況による減少傾向はあるものの、海外旅行や
留学、異文化体験は、平和運動、友好関係や経済関係の
深化が自治体政策として必要とされた時代とは大きく異
なる近さで私たちの前にある。その中で、自治体の交流
事業が「住民、特に青少年を外国に送り出すひとつの装
置として」（佐藤  2011 106）だけになってしまえば、
存在意義が問われることになるだろう。
筆者はこの数年間自治体国際交流表彰の審査に参加す
ることで、それぞれの地域のこだわりのあるとりくみを
拝見してきた。全体のとりくみからみれば極々わずかで
あるが、先駆を競う自治体国際交流の現在形をみること
ができると考える。いくつか特徴をあげてみよう。
応募のきっかけが周年期である自治体は少なくなく、

姉妹都市提携の１期め、２期めにスタートした交流が 40
年、50年を超えることも多い。こうした蓄積は、蓄積
そのものが交流の意義を支えている。
経済交流に焦点を当てた自治体も少なくない。交易の
グローバル化を地域経済に活かすことを明確に意識し目

的としている自治体もある。
国際交流が経済、文化、教育、政策に多様な意義をも
つことを活かした広がり、いわば輻輳交流もみられる。
第 19回国際交流表彰を受賞した埼玉県三芳町は自治体
政策のさまざまな分野、芸術やデフスポーツなども含め
た交流をマレーシアのペタリングジャヤ市とすすめ、ま
ちづくりやひとびとの暮らしの近くに届く交流を積み重
ねたことが高く評価された。

姉妹都市交流の「必要」と「喜び」
自治体や国の政策は「必要不可欠な政策・制度」を整
備することにある。したがって、とりわけ財政状況が逼
迫するなかでの姉妹都市交流には厳しい目も寄せられる。
経済に力点を置いた交流が増えるのは、その繁栄でもあ
ろう。ただ、国際交流の効果としての経済なのか、経済
政策としての国際化なのかはやや文脈が異なる。ここで
は「国際交流としての」を前提として考えてみよう。
ひとびとの自発性を継続させるものは「必要」と「喜
び」だ。自治体政策は「必要」であることが大前提だが、
そこに「喜び」が不必要なわけではない。社会や経済の
国際化が進んでも、異和なるものへの排他性が消えるわ
けでもない。相手を「暮らしている場」からより深く知
り、それを自らの暮らしあるいはまちづくりに反映させ
る交流は、自治体だからこそでき、かつ、それぞれのひ
とびとに長く残るものになりえる。たとえ青少年の派遣
という機会だけでもタテヨコにつなげてその意義や効果
を高めている自治体も少なくない。表彰される団体には
もちろん、そうではない先駆事例も、機会を活かすため
の熱意や行動に支えられている。そうしたとりくみがよ
り可視化され、グローバル化のなかの孤立と分断を必要
と喜びで超えていくことが、今、めざされるだろう。

【参考文献・URL】
・自治体国際化協会（掲載年不明）「姉妹自治体連携Q&A Q1」
https://www.clair.or.jp/j/exchange/shimai/ans01.html

・佐藤智子（2011）『自治体の姉妹都市交流』明石書店
・�土山希美枝（2007）『高度成長期「都市政策」の政治過程』
日本評論社

・�豊田哲也（2016）「姉妹都市提携の変容と展望」『アジア
地域研究連携機構研究紀要』2巻、9-22 頁

・�文化庁（2003）『今後の国際文化交流の推進について』
https://www.bunka.go.jp/tokei_hakusho_shuppan/
hakusho_nenjihokokusho/archive/pdf/93775501_�
01.pdf

・�横浜市ホームページ（2025）「オデーサ市」
https://www.city.yokohama.lg.jp/city-info/seisaku/
kokusai/kokusai/shimai/odesa.html
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EU－日本国際都市間協力プログラム
「EU－日本国際都市間協力プログラム」（International 
Urban Cooperation : Sustainable and Innovative 
Cities and Regions – Japan（IUCプログラム））は、
2017年１月から４年間、名古屋大学が欧州委員会の受
託を受け実施したプログラムで、「国際都市間協力」と�
「世界気候エネルギー首長誓約」からなる。

持続可能な都市政策をテーマに交流
「国際都市間協力」は、欧州 10 市と日本 11 市町の
10ペアによる「持続可能な都市」のためのパートナー
シップを締結した（表１）。10のペアは相互に訪問する
スタディーツアーを実施し、SDGs の貢献も考慮しアク
ションプランを作成した。欧州と日本の自治体が同じ課
題を掲げ、担当者が直接現地を訪問してやり取りをする
ことで、欧州・日本相互に大きな気づきや学びを得るこ
とができた。スタディーツアーでは、市長の歓迎を受け
たり、現地のテレビや新聞などのマスコミに取材をされ
たりして、IUCプログラムの活動が市民にも紹介された。
ブリュッセルで開催された全体会合では、世界の他の
地域の IUCプログラムとも連携し、日本の取り組みを世
界に発信していくことの重要性も再確認された。2020
年以降は新型コロナウイルス感染症の影響で欧州との行
き来ができなくなり、スタディーツアーや国際会議はす
べてオンラインのイベントや勉強会での対応となったが、

これを機に日本でもオンライン会議が定着していった。
一方、どの地域でも言語の壁があること、オンライン
会議では欧州との時差があること、といった難しさが
あった。また、担当職員が数年で異動する日本では特に、
プログラムを通じて学んだ知識や経験、構築された関係
を蓄積し継続していくことが課題である。
IUCプログラムの終了後、その第２フェーズとして、都

市と地域間の国際協力の付加価値を高めリードする IURC
（International Urban and Regional Cooperation）
プログラムとして発展した。

世界気候エネルギー首長誓約
「世界気候エネルギー首長誓約」（Global Covenant 
of Mayors for Climate & Energy（GCoM））は、気
候変動対策に取り組む地方自治体の世界最大の連合であ
る。名古屋大学はGCoMの地域誓約として「世界首長
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3 EU－日本国際都市間協力プログラムと
世界首長誓約／日本

名古屋大学大学院環境学研究科附属持続的共発展教育研究センター　杉山　範子

欧州と日本のペア テーマ

❶

フランクフルト市・横浜
市

スマートシティ、炭素中
立な未来のビジョン

エッセン市・郡山市 クリーンテクノロジー、
再生可能エネルギー

ドノスティア・サン・セ
バスチャン市・弘前市 建物と地域再生

アンコーナ市・生駒市 クリーンエネルギー、社
会的包摂、健康都市

イオアニナ市・一宮市 持続可能なモビリティ

❷

ブラチスラバ市・所沢市 気候変動適応、自然基盤
のスマートエコシティ

グルノーブル＝アルプス
都市圏・豊田市 スマートシティの開発

ウメオ市・鎌倉市 スマートシティ、社会的
包摂、SDGs

❸
マルセイユ市・神戸市 港の再生と持続可能な経

済発展

トゥルク市・長野市／小
布施町

都市と農村の循環経済、
気候変動

❶ 2017 年～、❷ 2018 年～、❸ 2019 年～実施

IUC プログラム全体会合の集合写真
（2019年 11月、ブリュッセル）

表１  EU－日本の都市のペアとテーマ
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誓約/日本」事務局を立ち上げ、2018 年８月から日本
の自治体の登録を開始した。2025年３月現在、世界で
1万 3,700 を超える自治体が参加しており、日本国内
では 49自治体が登録している。
GCoMは、①持続可能なエネルギーの推進、②国の
目標以上の温室効果ガスの削減、③気候変動への適応に
取り組むことを、自治体の首長が自主的に誓約する。そ
の後、具体的なアクションプランを策定し、１年または
２年ごとに実施状況を報告しながら、具体的な取り組み
を積極的に進めていく国際的な仕組みである。
モニタリング報告により、自治体の取り組み状況に応
じてブリュッセルにあるGCoM世界事務局が、達成状
況を示す「バッジ」を交付する。例えば、緩和策は、温
室効果ガス排出量（インベントリデータ）の把握、削減
目標の設定、実行計画の策定、のように３ステップがあ
る。適応策は、リスクと脆弱性の評価、目標設定、適応
計画の策定である。これらをすべて実施している自治体
には、「コンプライアントバッジ」が付与される。日本
では 2023年の報告で誓約自治体の半数にあたる 24自
治体にコンプライアントバッジが交付された。2024年
の報告では新たに 10自治体がバッジを取得する見込み
で、世界から高く評価されている。
2024 年６月、バンコクでGCoMアジア８カ国の誓
約自治体と関係者による国際ワークショップが開催され
た。日本からは、８自治体（ニセコ町、所沢市、富山市、
岡崎市、豊田市、みよし市、鈴鹿市、亀岡市）の担当者
と日本事務局が参加した。
１日目のパネルディスカッションでは、パネル２「循
環経済と廃棄物処理」にプラスチック製レジ袋提供禁止

条例を日本で初めて制定した亀岡市が登壇し、その経緯
や成果を発表した。パネル３「持続可能なモビリティ」
には、LRT（Light Rail Transit、路面電車）を公共交通
網として発展させている富山市、パネル４「エネルギー
転換」には自治体で電力会社を立ち上げ再生可能エネル
ギーの地産地消に取り組む所沢市、パネル５「温室効果
ガス削減（緩和策）」には建物の断熱基準を上げ消費エ
ネルギーの削減に取り組むニセコ町が登壇した。２日目
のポスターセッションでは、豊田市、岡崎市、みよし市、
鈴鹿市及び富山市がそれぞれの取り組みを発表した。
国際ワークショップを通じて、日本の自治体担当者た
ちからは、自治体の取り組みや経験をお互いに共有する
こと、上手でなくても自ら英語で発信することの大切さ、
気候変動対策の緊急性、GCoMの連合を再確認したと
フィードバックが寄せられた。また、自らの自治体の政
策を客観的に見ることができた、日本の取り組みは自分
たちが考えていたよりも進んでいたというものもあれば、
海外では制約を一気に飛び越えてデジタル化などが進ん
でいる様子に日本の遅れを感じたという意見があった。
アジアの担当者からは、日本の適応策、特に防災対策を
もっと発信してほしいという要望があった。

今後の展望
地球規模の環境問題である気候変動や生物多様性の影
響を最前線で受けるのは地方自治体であり、またその実
効性ある対策を求められているのも地方自治体である。
IUCプログラムやGCoMといった国際的な仕組みや国
際交流の機会に積極的に参加し、経験や情報を共有し、
持続可能な社会構築に向けた地域政策をブラッシュアッ
プしていただきたい。大学などの研究機関や地域のス
テークホルダーも共に参加していくことが望まれる。
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世界気候エネルギー首長誓約 アジアワークショップ
（2024年 6月、バンコク）

世界首長誓約/日本の 49の誓約自治体（2025年３月）



福島県郡山市は福島県の中央に位置し、東北新幹線や
東北・磐越自動車道が縦横にクロスする高速交通網の要
衝であり、「人」「モノ」「情報」に加え、産学金官が連携・
交流する「知」の集積が進む「知の結節点」、そして県
内をリードする「経済県都」として発展を続けている。
2019 年には、近隣 14市町村と「こおりやま広域連
携中枢都市圏」（こおりやま広域圏）を形成し、連携市
町村の「広め合う、高め合う、助け合う」関係による、
将来にわたり活力ある圏域の維持に努めており、同年
10月には福島県二

にほ ん ま つ し
本松市と、また、2022 年には福島

県磐
ばんだいまち
梯町との連携協約を締結し、こおりやま広域圏の取

り組みを進めている。
このようななか、本市の産業を取り巻く環境は、少子
高齢化に伴う人口減少や産業のボーダレス化、グローバ
ル競争の激化、東日本大震災や令和元年東日本台風、さ
らには新型コロナウイルス感染症の影響など、非常に厳
しい状況に置かれてきた。また、ICT の急速な発展・普
及による新しい時代の流れに対応するとともに、国際標
準への対応（ガラパゴス化からの脱却）など新たな課題
や時代の要請に応じた産業振興が急務となってきた。
こうした地域課題に対応し、こおりやま広域圏内外の
多様な研究機関や事業者との連携、技術力や競争力、優
位性の向上を図り、経営拡大や多角化、海外展開、企業・
創業支援を推進するため、本市とドイツ連邦共和国ノル
トライン=ヴェストファーレン州エッセン市は、2017
年に「再生可能エネルギー及び医療機器関連産業分野
における都市間協力に関する覚書」を取り交わした。本
覚書に基づき、こおりやま広域圏内事業者とヨーロッパ
有数のエネルギー産業とヘルスケア産業の集積地である
エッセン市の事業者、研究機関との連携による支援がは
じまった。

①�こおりやま広域圏グローバルビジ
ネス促進プログラム
はじめに、こおりやま広域圏内の事業者の技術力や
競争力、優位性を向上させ、海外展開を支援すること

により、事業者や研究機関などとの間のオープンイノ
ベーションを促進させることを目的に、「こおりやま広
域圏グローバルビジネス促進プログラム」を実施した。
採択事業者に対して、エッセン市経済振興公社 (EWG)
の支援の下、エッセン市内の医療機関とのオンライン
ミーティングや、ノルトライン=ヴェストファーレン
州デュッセルドルフ市で開催された国際医療機器技術・
部品展コンパメッド（COMPAMED）への事業者出展、
情報発信と収集、商談などの伴走支援に着手した。こう
した取り組みを重ねるなか、
2023 年に事業者出展をした
実験動物学会（GV SOLAS）
にてマッチングした現地企業
との間に販売代理店との契約
が成立し、現在の輸出へとつ
ながった。

② IURCプログラムへの採択
2021 年にエッセン市とともに継続採択された、欧州
連合（EU）の国際都市・地域間協力（IURC）プログラム
に基づき、同じく継続採択されたグルノーブル・アルプ
ス都市圏（GAM）ならびに愛知県豊田市を加えた新たな
４都市・地域間連携の枠組みにおいて、「水素」と「オー
プンイノベーション」における新たな連携に取り組んで
きた。脱炭素社会の実現に向け、その切り札となる再生
可能エネルギーそして水素における広域連携、海外連携
を促進させ、４都市・地域間の行政機関、研究機関や企
業間の情報交換、技術協力や事業協力を加速してきた。

③�福島県郡山市と愛知県豊田市の訪
欧ミッションの派遣およびエッセ
ン市とGAMの訪日ミッションの
受け入れ
IURC プログラムにおいては、エッセン市とGAMへ
愛知県豊田市と本市の「水素」および「オープンイノベー
ション」の連携分野におけるステークホルダーから構成
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4 郡山の未来戦略
〜グローバル連携で拓く新たな産業〜

福島県郡山市産業雇用政策課　課長　斎藤　健一

エッセン大学病院と事業
者のミーティングの様子
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されるミッション（使節団）を派遣した。本市のステー
クホルダーとして、国立研究開発法人産業技術総合研究
所 福島再生可能エネルギー研究所 (FREA)、独立行政法
人日本貿易振興機構（JETRO）福島貿易情報センター、
（公財）福島県産業振興センター エネルギー・エージェン
シーふくしまから構成される使節団が派遣され、４都市
地域の行政機関に加え、学術研究機関や事業者との相互
に有益な新たなネットワークの構築とともに、エッセン
市ならびにGAMの先進的な施策や経験を学んだ。欧州
最大規模のエネルギー関連産業国際見本市である「イー
ワールド エナジー アンド ウォーター（E-world energy 
& water）」を訪問し、ドイツにおける水素関連産業や
研究機関の動向を視察したほか、水素におけるスタート
アップの支援機関やオープンイノベーションセンターな
どを訪問し、意見交換を行った。フランス、GAMでは、
水素関連のグローバル企業訪問や、産業界、船舶や飛行
機といった大型輸送における水素利用の最新情勢を視察
したほか、世界有数の規模のエネルギー転換技術の研究
機関などを訪問した。訪欧ミッションの派遣を通し、欧
州における産業界への水素導入の検討本格化と天然ガス
から水素への転換、グリーン水素調達の現状と課題を学
ぶとともに、地域の研究機関
や支援機関、そして地場産業
界と連携し、地域の特色を生
かしたスタートアップ支援と
オープンイノベーションの重
要性を視察することができた。
本市からのミッション派遣の一方で、エッセン市と
GAMからの訪日ミッションの受け入れも行った。福島
県浪

なみえまち
江町に所在する福島水素エネルギー研究フィールド

(FH2R) におけるグリーン水素製造の取り組みの視察、
ビジネスセミナーとセミナー参加者と訪日ミッションメ
ンバーのネットワーキングを図る交流会などを開催した。

④新たな連携協定
2017 年のエッセン市との「再生可能エネルギー及び
医療機器関連産業分野における都市間協力に関する覚
書」に加え、2019 年には、「教育及び次世代の人材育
成を新たな連携分野に加えた都市間協力の継続に関する
合意書」が取り交わされ、産学金官連携による新産業の
創出と再生可能エネルギーおよび医療機器関連産業分野

における企業間の連携を促進するとともに、将来のイノ
ベーションを担う次世代の人材育成を図る取り組みが行
われてきた。

⑤エッセン市訪問団の受け入れ
トーマス・クーフェン・エッセン市長が来日の機会に
本市を訪問し、水素や次世代の人材育成における連携を
テーマに研究機関などの視察や学校訪問を行った。2020
年からエッセン市のウルフスクーレ学校とオンライン交
流を継続し、新型コロナウイルス感染症の流行を経て、
2022年に初めて訪独し対面での学校間交流が実現した
福島県立安積高校を訪問し、
同校海外研修ドイツ班の生徒
との交流会を開催した。エッ
セン市訪問団にクラシック・
アコーディオンの世界的第一
人者でフォルクヴァング芸術
大学の教授が参加していたこ
とから、郡山市立大島小学校合唱部との音楽交流も開催
した。同教授と合唱部それぞれが楽曲を披露するととも
に、アコーディオンと合唱部の共演も行われた。歓迎レ
セプションも開催され、本市初のオーケストラとなる郡
山交響楽団のメンバーを招いた演奏や岩代國郡山うねめ
太鼓保存会による和太鼓の演奏も披露されるなど、文化
面での交流にも波及している。
福島県は再生可能エネルギーと医療機器関連産業を
2011年の東日本大震災と東京電力福島第一原子力発電
所事故からの復興の柱と位置付けており、福島県の商工
業・経済の中心である本市に期待される役割は大きい。
再生可能エネルギーにおいては FREA を、医療機器関
連産業においてはふくしま医療機器開発支援センター
（FMDDSC）を中心に、両産業におけるエッセン市との
連携に向けた環境は整っていた。
本市とエッセン市が、お互いの市の直面する課題を共
有し、グッドプラクティスを相互に学ぶことにより、エ
ネルギーの地産地消の推進と国外県外からの関連産業企
業の誘致を図りながら、産学金官連携による新産業の創
出と再生可能エネルギーおよび医療機器関連産業分野に
おける事業者間の連携促進の継続・強化とともに、将来
のイノベーションを担う次世代の人材育成を図る取り組
みを今後も継続していく。
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本市と愛知県豊田市の訪
欧ミッションの様子

クーフェン・エッセン市
長が福島県立安積高校を
訪問



いつの時代も人が行き来し、常に互いに影響し合う東
アジア地域とは、国同士の状況に左右されることなく地
域間交流を積み重ねていくことが重要である。
今回は、そのような地域間交流の一環として、30年
にわたり続く「日韓海峡沿岸県市道交流知事会議」（「日
韓知事会議」）について紹介させていただく。

日韓知事会議の歩み
日韓知事会議の始まりは、1990 年 10月に長崎県対
馬市で開催された九州北部三県知事懇話会に遡る。この
懇話会では、韓国南岸地域との交流推進が合意され、こ
れを契機として福岡県、長崎県、佐賀県の九州北部３県
と釜山広域市、慶尚南道、全羅南道、済州特別自治道の
韓国南岸地域４市道による知事交流会議が始まり、1992
年８月、済州特別自治道において第１回会議が、翌年の
1993年６月、佐賀県において第２回会議が開催された。
その後、1998年９月、全羅南道における第７回会議か
ら山口県が新たに参加し、現在の８県市道の形となり今
に至っている。
また、2007 年 10 月に開催された第 16回会議にお
いて、知事会議の理念がこれまでの「交流」から「共同
繁栄」へと拡大転換をした。

第１回会議を開催して以降、長い年月の間には、2020
年、2021年と新型コロナウイルス感染症の流行により
往来が困難な時もあったが、オンラインによる知事会議
を継続し、32年間、一度も中断することなく日韓交互
に会議を積み重ねていることは、非常に意義深いもので
ある。

共同交流事業の紹介
日韓知事会議では、幹事となった自治体がテーマを提
案し、そのテーマに基づいて、それぞれの知事・市長が
各自治体の取り組みなどを発表している。これまで、観
光、経済、環境、水産、福祉、スポーツなど、幅広い分
野をテーマとしてきた。
幹事となった自治体は、テーマに沿った「共同交流事
業」を提案し、日韓共同の交流事業を実施している。こ
こでは、2024年度に実施した２つの共同交流事業につ
いて紹介させていただく。
①都市再生政策交流のための交換研修
第 29回日韓知事会議は、「地⽅再⽣に向けた包括的な
対策」を共通テーマとして慶尚南道で開催され、都市再
⽣政策交流に関する共同交流事業が提案された。2023
年度の慶尚南道での第１回目に引き続き、2024年度は
第２回目として日本側４県にて開催し、関連施設の視察
に加え、都市再生政策についてのワークショップを実施
した。
ワークショップでは、日韓それぞれが抱える、人口減
少や住居環境の老朽化などの課題や現状を確認し、率直
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２日目ワークショップ後の記念撮影（佐賀県鹿島市）第１回日韓知事会議の様子（佐賀県嬉野市）

5 地域と地域を結ぶ「日韓海峡沿岸県市道交流知事会議」
日韓海峡沿岸県市道交流事業実行委員会

日韓海峡沿岸県市道交流知事会議のロゴマーク
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な意見交換を通して、課題に対しての具体的な解決策（持
続的な都市の活力回復や地域共同体の活性化の促進など）
を模索した。
②グリーン成長戦略日韓学生会議
日韓８県市道の大学生らが協力して、日韓両国の環
境・エネルギー政策を学び、グループワークなどを実施
するもので、第30回日韓知事会議にて福岡県が提案し、
2024年度に福岡県で第１回目が開催された。
参加した日韓の学生は、フィールドワークや研修を通
して環境・エネルギー政策の基礎を学んだだけでなく、
異文化交流のなかで、日韓の歴史や文化などに対する理
解を深めるきっかけとなった。

2024 年は佐賀県嬉野市で開催
2024年の日韓知事会議は、佐賀県嬉野市で開催した。
2024 年は佐賀県で国民スポーツ大会・全国障害者ス
ポーツ大会「SAGA2024 国スポ・全障スポ」が開催さ
れた年であり、日韓知事会議では「スポーツ文化による
地域活性化と広域連携・展開の可能性」をテーマに、各
自治体の代表がそれぞれの地域の取り組みについて、発
表や意見交換を行った。
この会議は、「非常戒厳」が一時宣言されたことによ
り韓国側の全ての知事・市長が欠席せざるを得ない状況
となったが、韓国側からの強い開催希望があったことを
受け、副知事などが代理で出席する形で開催された。
会議では、これまでの自治体の代表者の意見交換だけ
でなく、専門家の意見を聞く場として、大正大学教授 
兼 地域構想研究所長である片山善博氏の基調講演を新
たな取り組みとして実施した。片山氏は「互いに学びあ
い、協力しあう日韓自治体交流のこれから」というテー
マで、自治省（現総務省）時代に日韓知事会議の立ち上
げに関わった経験や、これまでの自身の韓国との交流経
験について講演され、出席者は地域間交流の重要性を再

認識した。
会議の中では各自治体からテーマに沿った発表が行わ
れ、スポーツ文化の裾野を広げ、スポーツの力を活かし
た人づくり、地域づくりを進めていくことの重要性を改
めて認識し、パラスポーツを通じた新規交流事業などに
ついて今後協議を行うことに合意し、会議終了後に共同
声明文として発表した。
また、日韓知事会議では、会議だけでなく毎回さまざ
まなコンテンツを提供している。今回の日韓知事会議で
は、「SAGA2024 国スポ・全障スポ」の会場としても
使用された「SAGAアリーナ」を視察し、新規交流事業
であるパラスポーツ（今回はゴールボール）を各自治体
の代表者が体験した。
さらに、歓迎昼食会時には、地元嬉野市の茶農家によ
るティーセレモニーの体験、歓迎晩餐会時には、地域の
芸能パフォーマンスが披露されるなど、会議に出席する
だけではなく、さまざまな体験などを通し、それぞれの
地域をより知ってもらえるような機会を作っている。

おわりに
今年 2025年は、日韓国交正常化 60周年という記念
すべき年でもあり、日韓知事会議を通して、日韓８つの
地域の友好交流の木が、今後もさらに力強く成長してい
くことを願っている。
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第 32回日韓知事会議終了後の記念撮影（佐賀県嬉野市）

第 32回日韓知事会議会場玄関のタペストリー

日韓の参加学生（九州大学水素社会ショールームにて）



「東アジア地方政府会合」とは
今から 15年前の 2010年は、奈良の地に平城京が遷
都された 710 年から 1300 年目にあたる記念すべき年
であった。奈良県では、８世紀、東アジアとの豊かで友
好的な交流により日本の歴史文化が形成されていったこ
とを改めて認識し、東アジアの安定的な発展に貢献する
ため、日本、中国、韓国をはじめ、広く東南アジア諸国
の地方政府とともに、「東アジア地方政府会合」を設立�
し、現在も事務局を担っている。
本会合の主な目的は２つあり、１つ目は、地方政府の
代表が地域の実情や課題を忌憚なく報告し合い、相互理

解を深めるとともに、共通する課題への真摯な議論を通
して、解決の道筋を見出そうとするものである。２つ目
は、参加者間の交流を通して、草の根レベル交流を拡大
し、地方政府間の友好と信頼を高めることにより、国と
国の関係をより強固なものとすることである。

最近の動き
当初、奈良県も含めた、３カ国 19地方政府による提
唱からスタートしたが、今年も新たに加入されるなど、
本年度の会員地方政府数は、今年４月末時点で中国、イ
ンドネシア、マレーシア、フィリピン、韓国、ベトナム、
そして日本の７カ国 80地方政府にまで、発展・拡大し
てきている。
また、2010年に第１回会合を奈良県で開催して以降、
これまでに 13回開催しているが、最近は、インドネシ
ア・西ジャワ州や中国・山東省臨沂市など海外地方政府
での開催も増えている。
その結果、オブザーバー参加も含め、より多くの地方
政府の参加機会を確保するとともに、会員地方政府がさ
まざまな地方政府の現状・現場を訪問し、自らの施策の
参考とできるなど、これまで以上に効果的な会合となっ
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参加地方政府の記念撮影

メインセッションの様子

6 東アジア地方政府会合
〜地方政府の相互理解と友好交流を目指して〜

奈良県知事公室国際課　



―世界とつながる自治体

ている。
また、互いの共通する行政課題を討議するメインセッ
ションに加え、各地方政府のプロモーションを大々的に
行う場も新たに設けられるなど、その内容も徐々に変化
してきている。

こうしたことにより、本会合は、グローバル化が進行
する今日において、それぞれの地方政府がアイデンティ
ティーを広く発信し、自らのプレゼンスを向上させる絶
好の機会となっている。特に、海外開催では、現地の全
国紙など有力メディアで取り上げられることも多く、効
果的な PRにつながっており、投資拡大や貿易促進、イ
ンバウンド（訪日客）の取り込みなどを進めていくうえ
でも、今後ますます重要になってくると認識している。
参考までに、前回の第 13 回東アジア地方政府会合

（2024 年）のスケジュールを掲載しているので、ご覧
いただきたい。

今後について
第 14回東アジア地方政府会合は、2025 年６月５日
から７日の日程で、ベトナム・フエ市の主催で開催され
る。討議テーマは、経済発展著しく、またベトナム最後
の王朝阮（グエン）朝の都でもあったフエ市にふさわし
い、「グリーンで持続可能な観光開発」と「スマートシ�
ティ開発」の２つとなっている。参加地方政府の取り組
みや課題などを共有する予定である。
また、これまでと同様に、地方政府紹介コーナー（PR

ブース）が設けられるとともに、地域振興に係るセミナー
も開催される予定であり、参加地方政府の皆さんには、
地域の活性化につながるよう、この機会を最大限に活用
していただきたいと考えている。
もちろん、バイ会談や歓迎レセプション、そしてエク
スカーションなど、地方政府間の交流や地域の人々との
交流の機会も設けられる。
奈良県では、会合の成功に向け、事務局として、主催
者であるフエ市を最大限サポートしていく予定である。
最後に、本会合は、東アジアの地方政府が、国家間の
外交状況に関係なく、真摯に向き合い、交流し、お互い
に発展を模索していくまたとない機会となっているので、
この記事をご覧いただいた会員地方政府以外の日本の地
方自治体の皆さんには、新規加入をご検討いただければ
幸いである。
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日付 時間 プログラム

5/22（水）
午後

バイ会談
会見（西安市が参加地方政府に挨拶）
歓迎レセプション

夜間 エクスカーション（西安城壁での入城式視察）

5/23（木）
午前

記念撮影
開会式

メインセッション
テーマ：データを中心に据えた、デジタル経済の推進
テーマ：農業におけるイノベーション、未来とのリンク

午後
投資・貿易・文化・観光プロモーション
総会および閉会式

5/24( 金 ) 午前 エクスカーション（産業施設等視察）
※5/23 に地方政府紹介コーナー（PRブース）設置（2024年）

第 13回東アジア地方政府会合プログラム

地方政府紹介コーナー



はじめに
浜松市は、日本を代表する輸送用機器や楽器、光・電
子技術などの企業が多数立地し、世界市場で活動してい
る、進取の気質あふれるものづくりのまちです。世界に
誇る楽器産業の集積を基盤として音楽のまちづくりを掲
げ、その特長を生かして、世界有数の浜松国際ピアノコ
ンクールを開催するなど国際音楽事業を展開しています。
こうした活発な産業経済・音楽文化活動を背景に、海外
での経験豊かな市民や多様な文化的背景を持つ外国人市
民が多く居住しています。本市では、このような海外と
のつながりが深い地域としての特長や強みを生かし、国
際組織への加盟を通じた海外諸都市との交流・連携を戦
略的に推進しています。 

施策推進の指針
本市では国際化施策推進の指針として 2001年に「浜
松市世界都市化ビジョン」を策定（2008 年改定）し、
「共生」「交流・協力」「連携」および「発信」を基本的
な施策の柱としました。特に、「連携」「交流・協力」分
野では、国際的な都市連携を進めるために、2003年に
都市・自治体連合（UCLG）の前身にあたる地方自治体
連合（IULA）に加盟し、世界の諸都市との都市間交流
や連携の構築を目指してきました。その後、同ビジョン
は「共生」分野を主とした「浜松市多文化共生都市ビ�
ジョン」（2013年策定、2018年・2023年改定）と「交
流・協力」「連携」「発信」をメインとした「浜松市国際
戦略プラン」（2014 年策定、2019 年・2025 年改定）
の２つの分野別計画に分かれて現在に至ります。
「浜松市国際戦略プラン」では、海外諸都市との交流
や連携を効果的に進めるための基本的な考え方を「都市
外交方針」としてまとめています。同方針の柱の１つと
して、本市が加盟するUCLGやインターカルチュラル・
シティ（ICC）、ユネスコ創造都市などの持つ国際的な
ネットワークの積極的な活用を通じた海外諸都市との関
係構築を掲げています。また、「浜松市多文化共生都市

ビジョン」の推進方針においても、国内外の多文化共生
都市との連携を掲げ、国際的な視野に立って施策を展開
するため、世界の多文化共生都市と連携していくことを
謳っています。

ICC ネットワークへの加盟
本市は、日本国内でも多文化共生分野に先駆的に取り
組んできた都市の１つとして、欧州評議会が主導する
「ICCプログラム」の新たな動きを注視しながら、世界
の多文化共生都市との連携を積極的に図ってきました。
2012 年には「多文化共生都市国際シンポジウム（東
京）」、「日韓欧多文化共生都市 サミット 2012 浜松」、
2013年には、「日韓欧多文化共生都市シンポジウム（韓
国・安山市）」に参加し、日本・欧州・韓国の自治体と
の知見や経験を共有しました。そして、2017 年 10月
には、欧州諸都市を中心に現在世界 170 を超える自治
体が参加する ICC ネットワークにアジアの都市として
初めて加盟しています。 

インターカルチュラル・シティシンポ
ジウム2024浜松の開催
＜開催経緯・背景＞
本市は、ICC ネットワーク加盟を記念して開催した�

「インターカルチュラル・シティと多様性を生かしたま
ちづくり 2017 浜松」以降も ICC との連携に注力して
きました。2019 年 10月には、本市において「都市間
連携国際サミット2019浜松」を開催し、多文化共生を
テーマとするパネルディスカッションでは、ICC加盟都
市からスウェーデン・ボートルシカ市のナディナ・ロー
ゼングレン市長、オーストラリア・バララット市のジム・
リナルディ副市長が参加し、活発な議論が繰り広げられ、
互いの経験やノウハウの共有がなされました。その後、
2021年３月には、在ストラスブール日本総領事館が主
催した日本の欧州評議会オブザーバー参加 25周年記念
事業に日本を代表してオンライン参加しました。韓国・
安山市、ソウル特別市九老区、オーストラリア・バララッ
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7 インターカルチュラル・シティシンポジウム 2024浜松
浜松市企画調整部国際課
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ト市などの ICC 加盟都市が登壇し、多様性を生かした
まちづくりの進め方を改めて考える契機となりました。
また、2022 年 11月には、イタリア・レッジョエミリ
ア市でハイブリッド開催された ICC コーディネーター
会議にオンラインで登壇し、多言語政策について意見交
換しました。
今回のシンポジウムは、欧州評議会などからの協力を
得て、前回から５年ぶりに開催する運びとなりました。
＜シンポジウム概要＞
2024 年 10月 10日から 11日の２日間、「インター
カルチュラル・シティシンポジウム 2024 浜松」を本
市において開催しました。（主催：浜松市、共催：国際
交流基金、協力：欧州評議会・JICA 中部・浜松国際交
流協会、後援：総務省・外務省・出入国在留管理局・自
治体国際化協会）
シンポジウムの１日目は多文化共生に関するワーク
ショップと実践事例を紹介するパネルトーク、２日目は
記念講演と３つのセッション（「誰もが自分らしく人生を
おくることができる共生社会の実現」「スポーツ×多文化
共生」「国際連携×多文化共生」）が展開されました。多
様化する地域社会での取り組みやアイデアを共有し、都
市がより活力に溢れ、安心して暮らしていけるものとす
るため、互いの事例や課題を共有し、これからのまちづ
くりについて活発に討議しました。同シンポジウムでは、
明治大学の山脇啓造教授や都留文科大学の上野貴彦講師
がモデレーター、都市政策専門家のボブ・ホワイト氏が
コメンテーターを務めました。また、海外の ICC加盟都
市からは、韓国・
安山市のイ・ミン
グン市長、ポーラ
ンド・ヴロツワフ
市のヤクブ・マズ
ル副市長が参加し
ました。
シンポジウムの
締めくくりとして、
中野祐介浜松市長
が「浜松宣言」を
発表し、参加者の
賛同を得て採択さ
れました。

今後に向けて
グローバル化が進展し、自治体単独では解決できない
課題に対し、その解決に向けた国際的なネットワークの
活用がこれまで以上に期待されており、国境を越えた都
市間の交流・連携が果たす役割はますます重要になって
います。また、企業の海外展開支援やインバウンドの推
進、農林水産物の海外販路拡大などは国際的な視点を
持った取り組みが求められており、重要な課題となって
います。さらに、国際的なネットワーク加盟により構築
した関係を通して、産業・観光、音楽・スポーツ、多文
化共生など本市の強みや特長を生かした分野において、
海外諸都市との互恵関係を構築することが求められてい
ます。
2025年４月からは浜松市国際戦略プランの新たな計
画期間がスタートしました。今後も多文化共生を本市の
特長・強みとして生かし、類似した課題を抱える国内外
の多文化共生都市との連携強化を通じた相互の課題解決
や、多様性を都市の活力とした誰もが活躍できるまちづ
くりの戦略的な取り組みを積極的に進めていきます。
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≪浜松宣言全文≫
インターカルチュラル・シティシンポジウム

2024浜松「浜松宣言」
2024 年 10月 11日

本日私たちは、浜松市において一堂に会し、多様性を生
かしたまちづくりを一層推進するため、次世代の育成・
支援、スポーツを通じた多様なルーツを持つ人々の交
流、多文化共生都市の国際連携について活発な意見交換
を行った。
私たちは、シンポジウムでの議論を共有するとともに、
インターカルチュラル・シティの可能性を広く発信する
ため、以下のとおり宣言する。

１�．多様性のある社会が日常風景となるよう、インター
カルチュラル・シティの理念を住民と共有するととも
に、具体的な実践プランにつなげていく。

２�．多様な文化背景を持つ住民の相互交流や対話を促進
し、同じ地域社会の構成員としての認識を高めるとと
もに、新たな文化を創造・発信し、地域の活性化へと
つなげる。

３�．多文化共生を都市の強みや特長として積極的に捉え、
グッドプラクティスを広く共有し、誰もが活躍できる
魅力あふれるまちを目指す。

結びに、私たちは、これからもグローバルな枠組みで知
見や経験を共有し、インターカルチュラル・シティの国
際連携を一層推進する。

２日目　セッションの様子

２日目　浜松宣言の様子


